
平成19年12月25日
日本プライムリアルティ投資法人 御中

[住所]　東京都港区虎ノ門１丁目３番２号

[鑑定機関]　財団法人　日本不動産研究所

内容 根拠等
鑑定機関 財団法人　日本不動産研究所
鑑定評価額 3,940,000,000円

価格の種類 特定価格(現実の社会経済情勢の下で
合理的と考えられる条件を満たす市場
で形成されるであろう市場価値を表示
する適正な価格（正常価格）との特段の
差異はないものと認められる）。

試算価格調整方法 直接還元法とＤＣＦ法を併用して試算し
た収益価格を採用し、積算価格を参考
に留め鑑定評価額を決定した。

価格時点 平成19年12月31日
収益価格 3,940,000,000円

調整方法 直接還元法とＤＣＦ法による収益価格を
調整した。

直接還元法による収益価格 3,970,000,000円 純収益を還元利回りで還元して査定 した。
運営収益 321,462,000円 潜在総収益から空室等損失相当額及び貸倒損失相当額を

控除して求めた。
賃料収入(共益費･駐車場を含む) 312,438,000円 現行契約条件及び過年度の実績額等をもとに、新規賃料水

準及び今後の動向を勘案して、安定的な収入額を査定。
その他収入(水道光熱費収入を含む) 22,490,000円 過年度の収入及び稼働率を考慮して査定。
潜在総収益 334,928,000円 賃料収入とその他収入の合計。
空室等損失相当額 13,466,000円 事務所部分の空室率を４％と見込んだ。
貸倒損失相当額 0円 賃借人の状況等を勘案し、計上しない。

運営費用 113,608,000円 下記８項目の合計
対｢運営収益｣比率 35.34% 運営収益に対する比率を百分率で小数点第3位を四捨五入
維持管理費 32,500,000円 過年度の実績、現行の維持管理業務費及び類似不動産の

建物管理費等を参考に査定。
水道光熱費 43,000,000円 過年度の実績額等に基づき査定。
修繕費 2,802,000円 過年度実績額のほか、今後の管理運営計画、類似不動産の

費用水準及びエンジニアリング・レポート等を基に査定。
プロパティマネジメントフィー 8,962,000円 現行の契約条件に基づく報酬料率等を参考に、類似不動産

における報酬料率等を基に査定。
テナント募集費用等 2,499,000円 賃借人の想定回転期間を基に査定した年平均額を計上。
公租公課 20,227,000円 平成19年度の実額を計上。
損害保険料 709,000円 現行の保険料及び類似建物の保険料率等を考慮して査定。
その他費用 2,909,000円 過年度実績額を考慮して査定。

運営純収益 207,854,000円 運営収益から運営費用を控除して求めた。
一時金の運用益 4,872,000円 現行契約条件及び新規賃貸における一時金月数を考慮した

安定的な一時金の額に、稼働状況を勘案して査定。
資本的支出 6,539,000円 築年数やエンジニアリングレポートによる更新費の年平均額

等を基に査定。
純収益 206,187,000円 運営純収益に一時金運用益及び資本的支出を加減して求

めた。
還元利回り 5.2% 立地、建物、現行の契約条件等を考慮して査定。

DCF法による収益価格 3,900,000,000円
割引率 4.9% 長期の金融商品の投資利回り、借入金利、対象不動産の投

資用不動産としての危険性等を考慮して査定。
最終還元利回り 5.4% 立地、建物、権利形態等を考慮して査定。
①純収益の現在価値の合計額 1,562,481,000円
②売却価格 3,886,815,000円 １１年目の純収益を最終還元利回りで還元して査定。
③売却費用 116,604,000円 分析期末の復帰価格の３％を計上。
④復帰価格 3,770,211,000円 売却価格から売却費用を控除して査定。
⑤復帰価格現在価値 2,336,777,000円

積算価格 3,470,000,000円
土地比率 70.47% 積算価格に対する比率を百分率で小数点第3位を四捨五入

建物比率 29.53% 積算価格に対する比率を百分率で小数点第3位を四捨五入

（千円未満を四捨五入して表示）
内容 根拠等

[鑑定評価書要約]

別紙(立川ビジネスセンタービル)の不動産に関する平成１9年１２月２５日付(発行番号  研西第０５２５６号)不動産鑑定評価書の要約内容につき、下表のと
おりご報告いたします。

不動産の鑑定評価額又は調査価額は、個々の不動産鑑定士の分析に基づく、分析の時点における評価に関する意見を示し
たものにとどまります。同じ物件について鑑定又は調査を行った場合でも、不動産鑑定士、評価方法又は調査の方法若しくは
時期によって鑑定評価額又は調査価額が異なる可能性があります。また、かかる鑑定又は調査の結果が、現在及び将来にお
いて当該鑑定評価額又は調査価額による売買を保証又は約束するものではなく、不動産が将来売却される場合であっても鑑
定評価額又は調査価額をもって売却できるとは限りません。


	鑑定評価書サマリー(立川ビジネスセンタービル)

